
金融サービスの利用者の利便の向上及び保護を図るための
金融商品の販売等に関する法律等の一部を改正する法律案

説明資料

2020年３月
金 融 庁



金融サービス仲介法制
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背景・経緯

○ 情報通信技術の発展により、オンラインでの金融サービスの提供が可能になった。また、就労や世帯の
状況が多様化する中、利用者が、様々なサービスの中から自身に適したものを選択しやすくすることは重要。

○ 他方、現在、銀行・証券・保険すべてのサービスをワンストップで利用者に提供する仲介業者は５者のみ。

様々な金融サービス 仲介業者の数

銀行

など

証券

など

保険

など

普通預金

定期預金

住宅ローン

投資信託

株 式

傷害保険

生命保険

利用者

社 債 介護保険

うち
銀行・証券・保険すべての
サービスを仲介する業者

銀行
（銀行代理業者）

証券
（金融商品仲介業者）

生命保険
【法人・個人計】

（生命保険代理店）

損害保険
（損害保険代理店）

※生命保険協会、日本損害保険協会、金融庁の資料に基づき作成。

79者
（2019年12月末）

888者
（2019年12月末）

８万 5,862者

18万 319者
（2019年３月末）

５者

（2019年12月末）
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銀行代理業 金融商品仲介業 保険募集人

○ 金融商品販売法を金融サービスの提供に関する法律に改称し、「金融サービス仲介業」を創設。
○ 業態ごとの縦割りだった既存の仲介業と異なり、１つの登録で銀行・証券・保険すべての分野のサービスを

仲介可能とするなど、ワンストップ提供に最適化。

「金融サービス仲介業」の創設

既存の仲介業 「金融サービス仲介業」

「金融サービス仲介業」

※ 協同組織金融機関や貸金業者のサービスも仲介可能。
※ 一定の要件を満たせば、電子決済等代行業の登録手続も省略可能。

証券会社 保険会社銀行

利用者

証券会社 保険会社銀行

利用者

銀行サービス 証券サービス 保険サービス

銀行法 金融商品取引法 保険業法 金融サービスの提供に関する法律

業態ごとの縦割り法制
サービス提供に関する

横断的な法制

ワンストップ提供に最適化
された新しい仲介業

銀行サービス 証券サービス 保険サービス
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仲介業者

○ 様々なサービスを取り扱えるよう、金融サービス仲介業には、特定の金融機関への所属を求めない。
○ 代わりに、取扱可能なサービスの制限や利用者財産（サービス購入代金など）の受入禁止、保証金の供託

義務により利用者保護を図る。

金融サービス仲介業：利用者保護のための主な規制

「金融サービス仲介業」

▲▲社
（金融機関）

××社
（金融機関）

●●社
（金融機関）

●●社の
サービス

所
属

特定の金融機関に
所属しない

特定の金融機関に所属し、
勧誘や説明に関して指導を
受ける

既存の仲介業 「金融サービス仲介業」

利用者利用者

パ
ー
ト
ナ
ー

××社の
サービス

▲▲社の
サービス

高度な説明を要するサービスを制限

（参考）取扱サービスのイメージ

銀行 証券 保険

取扱
可能

普 通 預 金 、
住宅ローン

国債、上場株、
投資信託

傷害、旅行、
ゴルフ

取扱
不可

仕組預金 非 上 場 株 、
デリバティブ

変額、外貨建

ト
ラ
ブ
ル
に
つ
い
て
の
損
害
賠
償
請
求

サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
関
す
る

ト
ラ
ブ
ル
に
つ
い
て
の
損
害
賠
償
請
求

保証金の供託義務

（参考）保証金の供託額の例
‐保険仲立人：２千万～８億円
‐少額短期保険業：１千万円～
‐投資助言・代理業：５百万円

利用者財産の
受入禁止

サ
ー
ビ
ス
提
供

サ
ー
ビ
ス
提
供
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金融サービス仲介業：その他の規制

○ 情実融資の媒介の禁止

等

※ 金融サービス仲介業者が貸金業者の
貸付を媒介する場合について、誇大
広告禁止や取立て行為規制を措置。

共通の規制

分野に応じた
規制

○ インサイダー情報を利用した
勧誘の禁止

○ 損失補填の禁止

○ 顧客の注文の動向等の情報を
利用した自己売買の禁止

等

○ 自己契約の禁止

○ 告知の妨害の禁止

○ 不適切な乗換募集の禁止

等

銀行分野
［預金受入・貸付・為替取引］

証券分野
［有価証券売買・投資信託直販］

保険分野
［保険引受］

○ 金融サービスの仲介を行う場合に利用者保護等のために必要となる規制は、銀行分野・証券分野・保険
分野で異なることがある。

○ 金融サービス仲介業については、取り扱うサービスの分野に応じ、必要な規制を過不足なく適用する。

＋

○ 健全かつ適切な運営を確保するための措置（顧客に対する情報提供、顧客情報の適正な取扱い等）

○ 誠実義務

○ 金融機関から受け取る手数料等の開示

○ 名義貸しの禁止

○ 標識の掲示

等

＋ ＋

５

金融サービス仲介業の規制

※ 上記のほか、監督規定や、認定金融サービス仲介業協会及び裁判外紛争解決制度に関する規定を整備。



決済法制
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件数
（千万件）

金額
（千億円）

金額

件数

○ 現在100万円以下の送金に限り取扱可能な資金移動業は、制度創設から約10年間で着実にサービスを拡大。
○ 海外送金など100万円超の送金ニーズがある一方、実態をみると、件数ベースで５万円未満の送金が約９割。
アカウント残高も５万円未満が９割以上。

背景・経緯

取扱件数・金額の推移 送金額／アカウント残高の分布

※日本資金決済業協会の資料に基づき作成。
（年度）

１件あたり
送金額

（2019年３月［月間］）
［約313万件］

アカウント
残高

（2019年３月末営業日）
［約229万アカウント］

※資金移動業者から提供された計数に基づき作成。上記は46社合計。※アカウント残高に
つき、残高０円のものは集計対象外。また、一部事業者は2019年４月末営業日の計数。

１円以上

１万円未満

69.6％

２万円以上

５万円未満

9.5％

１万円以上

２万円未満

10.4％

５万円以上

10万円未満

4.9％

10万円以上

5.6％

１円以上

５万円未満

94.6％

５万円以上

10万円未満

2.5％

10万円以上

2.9％

７



高額類型
［認可制］

銀 行

資金移動業者
［登録制］

送金
上限額

規
制
の
重
さ

規
制
の
重
さ

100万円

少額類型
［登録制］

現行類型
［登録制］

数万円程度 100万円

送金＋貸付＋預金

送金
上限額

資金移動業：規制の柔構造化

○ 資金移動業に類型を設け、送金額・リスクに応じた過不足のない規制を適用する。
○ 具体的には、①高額送金を取扱可能な新しい類型（認可制）を創設するとともに、②少額送金を取り扱う

類型について利用者資金の保全に係る規制を合理化する。

送金上限額と規制の重さ

● 具体的な送金指図がある
場合のみ利用者から資金を
受け入れ、ただちに送金

● 利用者から預かった
資金について、供託など
既存の保全方法に代えて、
分別した預金で管理する
ことを認める

● 外部監査を義務付ける

● 現行の枠組みを維持

ただし利用者から預かった
資金が100万円を超える
場合、送金と無関係な資金の
払出しを求める
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組合せ可能

組合せ可能

資金移動業：利用者資金の保全規制

○ 資金移動業者は、送金を行おうとする利用者から資金を受け入れる。
○ 現行規制上、利用者資金は安全な方法により保全することが求められているが、利用者保護のさらなる

向上や事業者の規制対応コストの削減の観点から見直しを行う。

保全額不足

過剰

法務局への
供託

銀行による
保証

信託銀行への
信託

【現行】利用者資金は週ベースで管理。前週の実績に基づいて
保全されるが、タイムラグがあり、不足・過剰が生じうる。

供託 保証 信託

保全方法の組合せ保全のタイムラグの縮小

利用者資金
預かり額
（実績）

規制上の
要求保全額

第１週 ９億円 10億円

第２週 10億円 ９億円

第３週 ８億円 10億円

第４週 ９億円 ８億円

前週の実績に
基づき保全

【現行】保全方法として、①供託、②保証、③信託が認められて
いるが、組合せに制約。

９

ビジネスモデルに応じた保全方法の柔軟な組合せを可能とし、
送金コストをさらに削減。

類型ごとのリスクの違いにも留意しつつ、可能な限りタイム
ラグを縮小。



現状（規制なし）維持

資金移動業の登録を求めることを明確化

収納代行への対応

○ 債権者の委託を受け、債務者から代金を回収（収納代行）する事業者は、従来、資金決済法の規制対象外。
○ 近年登場した、「収納代行」と称しつつ実質的には一般利用者間の送金サービスを提供する事業者について、
利用者保護の観点から、資金移動業の登録を求めることを明確化。

収納代行業者

代
金
回
収
を

委
託

宅配業者の代金引換・コンビニの収納代行

● 利用者保護上の深刻な問題は指摘されていない。

● 債権者が事業者であり、かつ、債務者（一般
利用者）に二重支払いの危険がないものについては
利用者保護上の懸念は少ない。

債務者

債権者

収納代行のイメージ

「割り勘アプリ」

● 例えば、宴会の精算に用いられる。その場合、
債権者は幹事、債務者は参加者となる。

● 「収納代行」と称しているものの、実質的には
一般利用者間の送金サービス。

エスクローサービス

● インターネットモールにおいて、一般利用者間の
物品取引に際して用いられる。

● エスクローサービス自体が、利用者保護の機能を
果たすエコシステムであるとの指摘がある。

収納代行の種類と規制の適用

商
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

代
金
の

支
払
い

支
払
い
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